駒場「法学政治学を学ぶために」説明会（２００５年１０月５日）

増井良啓「The Economistを読む」

１　ねらい

　皆さんが将来どのような職業につくとしても、大学で身につけておくべき能力があります。それは、次の５点です。

①解決すべき課題を発見する能力
②それに関する情報を多方面から収集する能力
③情報の分析や加工を通じて自分の意見をつくる能力
④同僚の前でわかりやすく、しかも説得力をもって報告する能力
⑤同僚との議論を通じて、修正・改善された解決策をまとめあげる能力
　この演習では、特に③と④に力点をおいて、参加者のひとりひとりが、このような能力を高めるためのお手伝いをします。

２　進め方

　では、具体的にどうすすめるか？

　議論のための素材として、毎回、The Economistという雑誌の最新号から、いくつかの記事をとりあげます。この雑誌は、１８４３年からロンドンで編集されてきた週刊誌で、「自由貿易」や「小さな政府」をはじめとする鮮明な主張で知られています。ロンドンから見た世界は、東京から見る世界と像がズレていることが多いので、これを読むことで、皆さんがそれぞれもっている世界像を認識するために役立つでしょう。また、記事を批判的に検討することで、そこで提示された主張がきちんとした論拠に基づいているかを考え、自分の意見をつくっていくための訓練になります。

　The Economistという題名をきくと、「経済学に詳しくないとついていけない」と思う人がいるかもしれません。しかし、創刊当時、この題名は「実業に携わる人」というくらいの意味で用いられていたもので、現在でも、読み書きのできる人を広く読者対象としています。内容も、法・政治・経済・歴史・科学といった広い話題を扱っています。この演習のために必要なのは、むしろ、いま世界で何が起こっているかについて広い関心をもち、課題の解決に向けて積極的に議論をしようという意欲です。

　このように、とりあげる記事の内容は毎回新しく、しかも多方面にわたります。その中で、今学期の演習では、「官から民へ」という標語で括られる現象をひとつの柱として、会読する記事を選択してみてはどうかと考えています。これには、私の専門も関係しています。私の専門は「租税法」といって、政府と市場の接点で生ずる法律問題を研究しているからです。

　大まかな進行予定としては、１０月中は全員で短い記事をじっくり会読し、１１月以降は班別の報告と議論に移ります。さらに、参加者の希望にもよりますが、今年の『経済財政白書』の一部を読んでみたり、現場で経済政策の舵取りをしている人を招いたり、といったことも企画しています。より具体的な進め方については、参加者が確定した段階で、相談しながら決めていきます。

　参加者は、とりあげる記事について事前に入念な予習をすること、まとまった報告を少なくとも１回担当すること、必要に応じて追加の参考文献を調べてメモを提出すること、が求められます。毎回必ず出席し、議論に参加すべきことは、いうまでもありません。成績評価は、これらの点を勘案した平常点によります。

３　応募の手順など

　このような演習ですから、人と積極的に議論する「つきあいの良さ」に富んだメンバーが集うことが、演習が成功するための鍵となります。皆さんの学習効果を高めるためにも、そのような意味で「つきあいの良い」人の参加を期待します。

　毎回の授業は遅くとも６時半までには終わる予定です。しかし、これまでの演習の経験からすると、力のこもった報告をうけて面白い議論が次から次へと登場し、時間超過になることも予想されます。また、次週の報告の準備のため、授業終了後に担当者が残って打ち合わせをすることも予想されます。したがって、あとの予定を空けておくことのできる人だけが、参加してください。

　参加してみようと考える人は、本日配布したコピーの記事を読んで、次の点につき１０００字程度にまとめた文章を、masui2005komaba@yahoo.co.jpあてにメールしてください。

①この記事は、いかなる問題につき、どのような理由に基づいて、何を主張しているか？

②この記事の主張について、あなたはどう考えるか？

　じっくり議論ができるように、参加人数は１０名程度とします。参加者のリストと第１回の予定については、おって、http://www.j.u-tokyo.ac.jp/~masuiにアップします。
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